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概 要 

 

社会基盤構造物に使用される A6061-T6，A6N01-T5 および A5083-O の構造用アルミニウ

ム合金の応力－ひずみ関係および，これらのアルミニウム合金の MIG 溶接部と摩擦攪拌

接合部の応力－ひずみ関係が定式化される。さらに MIG 溶接および摩擦攪拌接合によっ

て発生する残留応力が定式化される。 
構造用アルミニウム合金に対して引張試験が実施され，得られたデータに確率統計学的

処理が施され，次が明らかにされる。 
① ヤング係数とひずみ硬化パラメータは，それぞれ正規分布と対数正規分布で表される。 
② ヤング係数の変動係数は非常に小さく，通常の構造設計で使用される 70GPa のヤング

係数は，非超過確率(好ましくない側を超過しない確率)5％に対する値より低い。 
③ A6061-T6 と A6N01-T5 のひずみ硬化パラメータの平均値は，A5083-O のそれの 5.4

倍大きい。 
④ A6061-T6 と A6N01-T5 のひずみ硬化パラメータの変動係数は A5083-O のそれにほぼ

等しいが，両者の変動係数はヤング係数の変動係数よりかなり大きい。 
構造用アルミニウム合金の応力－ひずみ関係が Ramberg-Osgood 形式によって定式化

される。 
構造用アルミニウム合金の MIG 溶接部と摩擦攪拌接合部に対して引張試験が実施され，

MIG 溶接部と摩擦攪拌接合部の応力－ひずみ関係が Ramberg-Osgood 形式によって定式

化される。さらに，MIG 溶接と摩擦攪拌接合によって発生する残留応力が矩形分布によっ

て定式化される。 
MIG 溶接によって製作されたアルミニウム桁に発生する残留応力と矩形分布の残留応

力を比較することにより，実際の部材に生じる残留応力が，矩形分布の残留応力により安

全側に評価されることが示される。 
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第１章 序論 

 

アルミニウム合金はこれまで橋の高欄や道路のガードレールなど付属品的な用途以外

に社会基盤構造物の主要部材として用いられることはほとんどなかった。しかし初期コス

トだけでなく，耐用年数を考慮に入れたライフサイクルコストを重視する近年の傾向から，

維持管理コストが少なくてすむアルミニウム合金を社会基盤構造物に積極的に生かそうと

いう動きが出てきた。これにともなって，最近ではアルミニウム歩道橋 1),2)や歩道用アル

ミニウム床版 3),4)が建設されるようになってきた。 

アルミニウム歩道橋や歩道用アルミニウム床版の設計は，アルミニウム合金土木構造物

設計・製作指針案 5)に従ってなされる。この指針案の 3 章の板要素に対する幅厚比の規定

および 6 章の桁構造に関する諸規定は道路橋示方書 6)の規定に準拠している。すなわちア

ルミニウム合金土木構造物設計・製作指針案の規定は，道路橋示方書の規定において，鋼

のヤング率 200GPa をアルミニウム合金のヤング率 70GPa に置き換え，鋼の降伏応力をア

ルミニウム合金の 0.2％耐力に置き換えることによって得られたものである。  

鋼の応力－ひずみ関係は降伏応力まで直線で，降伏応力で水平線になるが，アルミニウ

ム合金の応力－ひずみ関係は非線形である。さらに構造用アルミニウム合金として使用さ

れる 5000 系アルミニウム合金(非熱処理)と 6000 系アルミニウム合金(熱処理)の応力－ひず

み関係の曲がり方の程度は両者で大きく異なる。したがって，アルミニウム合金土木構造

物設計・製作指針案の板要素に対する幅厚比の規定および桁構造に関する諸規定は，アル

ミニウム板要素および桁構造の実際の挙動を正しく反映したものとはなっていないと考え

られる。 

アルミニウム構造物の製作には MIG 溶接や摩擦攪拌接合が使用される。MIG 溶接や摩

擦攪拌接合によって製作されるアルミニウム部材には残留応力が発生する。この残留応力

は，圧縮荷重や曲げ荷重を受けるアルミニウム部材の耐荷力を低下させる。さらに熱処理

アルミニウム合金である 6000 系は，MIG 溶接部および摩擦攪拌接合部が軟化するため，

これらの応力－ひずみ関係は母材のそれと異なる。 

アルミニウム合金土木構造物設計・製作指針案の板要素に対する幅厚比の規定および桁

構造に関する諸規定を有限要素解析で今後検証するためには，構造用アルミニウム合金の

応力－ひずみ関係および MIG 溶接部と摩擦攪拌接合部の応力－ひずみ関係が定式化され，

さらに MIG 溶接および摩擦攪拌接合によって発生する残留応力が定式化されなければな

らない。 

以上の研究背景より，本研究では，A6061-T6，A6N01-T5 および A5083-O の構造用アル

ミニウム合金の応力－ひずみ関係および，これらの MIG 溶接部と摩擦攪拌接合部の応力

－ひずみ関係を定式化すること，ならびに MIG 溶接および摩擦攪拌接合によって発生す

る残留応力を定式化することを研究目的とする。 
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第２章 構造用アルミニウム合金の応力－ひずみ関係の定式化 

 

2.1 Ramberg-Osgood 式 

 

アルミニウム構造物の構造解析または耐荷力研究に用いられる応力－ひずみ関係式は，

一般に Ramberg-Osgood 式である 7)。すなわち， 
n

E 







+=

2.0
002.0

σ
σσε         (2.1) 

ここに， ε とσ ：それぞれひずみと応力 

E ：ヤング係数 

2.0σ ：0.2％耐力  

n：定数 

図－2.1 に示すように，式(2.1)の第 1 項が弾性ひずみを表し，第 2 項が塑性ひずみを表

す。ヤング係数 E は，応力－ひずみ関係の原点における接線の傾きである。 nは，非弾性

領域のひずみ硬化を特徴付けるパラメータであり，本研究ではひずみ硬化パラメータと呼

ぶ。 

アルミニウム合金材のミルシートには，化学成分，引張強さ，0.2%耐力および伸びが記

載されているが，ヤング係数 E とひずみ硬化パラメータ nの値は与えられていない。通常，

ヤング係数 E に対して 70GPa が用いられることが多い。Mazzolani は，ひずみ硬化パラメ

ータ nに対して，熱処理アルミニウム合金の nは 20～40 より大きく，非熱処理アルミニウ

ム合金の nは 10～20 より小さいことを明らかにしている 8)。 

ヤング係数 E とひずみ硬化パラメータ nは，アルミニウム合金材によって不規則にばら

つく不確定量である。したがってアルミニウム合金材の引張試験を実施し，得られたデー

タに確率統計学的処理を適用することにより， E と nの特性を明らかにする。 

 

       

σ

2.0σ
σ

EEE

ε

ε
pε eε

002.0

 
Ee
σε =

 n

p 







=

2.0

002.0
σ
σε

σ

2.0σ
σ

EEE

ε

ε
pε eε

002.0

 
Ee
σε =

 n

p 







=

2.0

002.0
σ
σε

 
図－2.1 応力-ひずみ関係 

 



 - 3 -

2.2 ヤング係数 E およびひずみ硬化パラメータ n の決定方法 

 

2.2.1 ヤング係数 E の決定方法 

 

 JIS 14B 号の引張試験片 9)にひずみゲージを貼付し，ひずみゲージによりひずみを測定し

た。得られた応力－ひずみ関係の測定結果から次の値を計算する。  

i

i
iE

ε
σ

=          (2.2) 

ここに， iE ：測定された i 番目の応力 iσ とひずみ iε から決まるヤング係数の値 

    iσ と iε ：それぞれ，測定された i 番目の応力とひずみ  

 iE と iε の関係の一例を図－2.2 に示す(全てのデータを付図-A と B に示す)。図－2.2 (a)

は，表－2.1(a)のロット 1 の試験片 1 に対する結果であり，図－2.2(b)は，表－2.1(b)の

ロット 1 の試験片 1 に対する結果である。 iε が小さい領域で， iE の値はばらつくが， iε が

大きくなるとこのばらつきは小さくなり，右下がりの直線になり， iε が 0.2％耐力に対応す

るひずみに近づくと，直線は曲がる。直線性が見られる範囲の iE と iε の関係に最小二乗法

を適用し，得られた直線の切片の値をヤング係数 E の値とする。 
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      (a) A6061-T6 [ロット 1 の試験片 1：表－2.1(a)] 
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      (b) A5083-O [ロット 1 の試験片 1：表－2.1(b)] 

 

図－2.2  iE － iε 関係 
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表－2.1 E， 1.0σ ， 2.0σ ， Bσ および nの値 

 

(a) A6061-T6 と A6N01-T5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アルミニ

ウム合金  
ロット  試験片   

E  

(GPa) 

平均  E  

(GPa) 

1.0σ  

(MPa) 

2.0σ  

(MPa) 

Bσ  

(MPa) 
n  

平均   

n  

1 71.3 303.8 308.2 329.2 48.2 

2 71.4 302.9 307.0 328.8 51.6 1 

3 70.9 

71.2 

303.4 307.4 329.1 53.6 

51.1 

1 71.0 300.8 303.5 321.3 76.2 

2 70.9 300.9 303.9 322.0 71.0 2 

3 71.1 

71.0 

299.6 302.6 321.2 69.6 

72.3 

1 71.0 310.6 313.4 328.1 77.2 

2 70.6 309.6 311.6 326.8 105.0 3 

3 71.0 

70.9 

310.6 312.9 328.8 94.0 

92.1 

1 70.6 306.4 309.2 326.9 76.2 

2 70.9 305.9 308.7 326.8 76.1 4 

3 70.6 

70.7 

305.9 308.6 326.0 78.9 

77.0 

1 71.8 320.1 326.2 345.0 36.7 

2 71.7 323.3 329.9 348.5 34.3 5 

3 70.3 

71.3 

322.3 327.9 345.7 40.2 

37.1 

1 66.7 311.6 313.5 330.6 114.0 

2 67.5 315.2 317.2 334.7 109.6 

A6061-T6 

6 

3 66.2 

66.8 

315.3 317.7 326.8 89.5 

104.4 

7 1 69.3 69.3 235.2 236.4 260.0 142.1 142.1 
A6N01-T5 

8 1 70.7 70.7 245.4 248.8 268.3 49.6 49.6 
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(b) A5083-O 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アルミニ

ウム合金  
ロット  試験片   

E  

(GPa) 

平均  E  

(GPa) 

1.0σ  

(MPa) 

2.0σ  

(MPa) 

Bσ  

(MPa) 
n  

平均   

n  

1 71.7 155.0 162.5 325.5 14.7 

2 71.0 154.0 162.6 321.2 12.9 1 

3 71.6 

71.4 

153.6 162.8 324.4 11.9 

13.2 

1 72.2 169.1 177.0 336.5 15.2 

2 69.6 167.0 174.5 334.1 15.8 

3 70.3 164.9 172.5 331.0 15.4 
2 

4 72.0 

71.0 

165.2 173.2 331.7 14.6 

15.2 

1 68.6 146.4 156.0 334.1 11.0 

2 75.4 144.2 155.2 335.5 9.4 3 

3 74.9 

73.0 

136.3 149.2 331.3 7.6 

9.3 

1 73.9 141.0 141.9 307.8 ∞  
4 

2 72.6 
73.2 

141.4 141.9 306.5 ∞  
∞  

1 71.4 151.5 152.5 316.1 ∞  
5 

2 71.4 
71.4 

157.4 161.3 317.9 ∞  
∞  

1 72.6 154.0 154.3 304.0 ∞  
6 

2 71.8 
72.2 

148.3 149.0 302.1 ∞  
∞  

1 72.1 168.0 174.8 332.3 17.5 
7 

2 73.0 
72.5 

171.6 179.2 344.2 16.0 
16.7 

8 1 72.7 72.7 136.7 150.5 309.1 7.2 7.2 

9 1 71.7 71.7 148.9 149.3 309.1 ∞  ∞  

A5083-O 

10 1 72.6 72.6 169.4 174.4 331.8 23.8 23.8 
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2.2.2 ひずみ硬化パラメータ nの決定方法 

 

0.1％の塑性ひずみに対応する耐力，すなわち 0.1％耐力 1.0σ が与えられると， 
n









=

2.0

1.0002.0001.0
σ
σ         (2.3) 

より， nは次式から決定される。 









=

1.0

2.0ln

2ln

σ
σ

n          (2.4) 

 0.1％耐力 1.0σ と 0.2％耐力 2.0σ は，2.2.1 項で決定されたヤング係数 E を傾きに持つ直線を，

応力が 0 でひずみが 0.001 および 0.002 の点から引き，これらが応力－ひずみ関係に交差

する点の応力として決定される。  

 

2.2.3 ヤング係数 E，0.1％耐力 1.0σ ，0.2％耐力 2.0σ およびひずみ硬化パラメータ nの値 

 

A6061-T6 および A6N01-T5 の 6000 系アルミニウム合金のヤング係数 E ，0.1％耐力 1.0σ ，

0.2％耐力 2.0σ およびひずみ硬化パラメータ nの各値を表－2.1(a)に示す。さらに，A5083-O

の各値を表－2.1(b)に示す。これらの値は，2.2.1 項と 2.2.2 項で述べた方法に従って決め

られている。参考のために，表－2.1 には各試験片の引張強さ Bσ も示してある。A5083-O

ではセレーションが発生したロットが存在する。セレーションとは，移動する転位と固溶

原子であるマグネシウムの相互作用により発生すると言われており，応力－ひずみ関係が

階段状になる現象である。セレーションが 0.2％耐力に達する前に発生すると 0.1％耐力が

0.2％耐力に等しくなるため，式(2.4)から分かるように， nは無限大になる。したがって，

セレーションが 0.2％耐力に達する前に発生した場合， nの値を ∞として表記してある。 

一つのロットにおいて二つ以上の引張試験が行われた場合，そのロットのヤング係数 E

およびひずみ硬化パラメータ nに対してそれぞれ平均値を採用する。  

 

2.3 ヤング係数 E の特性 

 

 表－2.1 に示すように，ヤング係数 E はロット間で変化するので，これを確率変数とし

て扱い，変数 E の確率分布を確率紙によって決定する。考慮する確率分布は正規分布と対

数正規分布である。 E を小さい値から順に並べると，最も小さい値から j 番目の E の値の

累積確率 jp が次式で与えられる 10）。  

1+
=

data
j j

jp          (2.5) 

ここに， dataj ：データの総数 
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 ヤング係数 E の確率紙へのプロットを，6000 系アルミニウム合金および A5083-O につい

てそれぞれ図－2.3 と 2.4 に示す。ここで各図の縦軸の ( )jp1−Φ は，次式で定義される標準

正規分布の累積分布関数の逆関数である。 

( ) dyyx
x

∫ ∞− 







−=Φ

2
exp

2
1 2

π
       (2.6) 

ここに， ( )xΦ ：標準正規分布の累積分布関数 

xと y ：変数 

図－2.3(a)と(b)の左図において，左側の 2 点は直線性を示す右側のプロットの分布か

ら外れている。したがって，これら 2 点を除いて，確率紙にプロットした結果が右図であ

る。図－2.3(a)と(b)の右図および図－2.4 には，プロット点に対して回帰分析によって決

められた回帰直線および相関係数が示してある。図－2.3 と図－2.4 の各図において，正規

確率紙上と対数正規確率紙上の相関係数がほぼ等しいので，6000 系アルミニウム合金およ

び A5083-O のヤング係数 E の確率分布として正規分布を採用する。すなわち，E は次の累

積分布関数で表される。 

( ) 







Ω
−

Φ=
EE

E
E

EEF
µ

µ
        (2.7) 

ここに， ( )EFE ：ヤング係数 E の累積分布関数 

     Eµ と EΩ ：それぞれ， E の平均値と変動係数 

 
(a) 正規確率紙 

 
(b) 対数正規確率紙 

図－2.3 6000 系アルミニウム合金のヤング係数 E の確率紙へのプロット 
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(a) 正規確率紙 

  
(b) 対数正規確率紙 

図－2.4 A5083－O のヤング係数 E の確率紙へのプロット 

 

E の平均値 Eµ と変動係数 EΩ の値は，次式において係数比較をすることによって与えら

れる。 

EE

E
j

EbEap
Ω
−

=+=Φ−

µ
µ

11
1 )(        (2.8) 

ここに， 1a と 1b ：それぞれ，正規確率紙上の回帰直線の傾きと切片 

Eµ と EΩ の値を表－2.2 に示す。ヤング係数の平均値に関して，A5083-O の方が 6000 系ア

ルミニウム合金より大きいことが分かる。ヤング係数の変動係数は両アルミニウム合金と

も非常に小さい。 

表－2.2 Eµ と EΩ の値  

 

 

 

 

 

E と非超過確率(好ましくない側を超過しない確率)α の関係が， ( ) α=EFE より，次式で

与えられる。 

アルミニウム合金  Eµ  EΩ  

A6061-T6，A6N01-T5 70.95 4.752×10-3 

A5083-O 72.09 1.164×10-2 
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]1)([ 1 +ΦΩ= − αµ EEE         (2.9) 

この式が与える E とα の関係を図－2.5 に示す。社会基盤構造物の設計で用いられる限界

状態設計法の強度の特性値に対して，一般に非超過確率 5％に対する値が採用される。こ

の非超過確率に対するヤング係数は，6000 系アルミニウム合金で 70.40GPa であり，

A5083-O で 70.71GPa である。通常，設計で用いられるヤング係数の値は 70GPa であり，

この値は，非超過確率 5％に対するヤング係数より低い。したがって本研究では，応力－

ひずみ関係式に用いるヤング係数として 70GPa を採用する。 

 6000 系アルミニウム合金の場合，図－2.3(a)と(b)の左図において，左側の 2 点を除い

て確率分布が決定された。しかもこれらの点のヤング係数の値は 70GPa 未満である。これ

に対する考察は 2.5 節で行なう。  
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図－2.5 E とα の関係 

 

2.4 ひずみ硬化パラメータ nの特性 

 

 表－2.1 に示すように，ヤング係数 E と同様に，ひずみ硬化パラメータ nもロット間で

変化するので，これを確率変数として扱い，変数 nの確率分布を確率紙によって決定する。

6000 系アルミニウム合金および A5083-O のひずみ硬化パラメータ nの確率紙へのプロット

をそれぞれ図－2.6 と 2.7 に示す。A5083-O では，セレーションが発生したものはプロッ

トされていない。各図には，プロット点に対して回帰分析によって決められた回帰直線お

よび相関係数が示してある。 
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(a)正規確率紙 

 

(b)対数正規確率紙 

図－2.6 6000 系アルミニウム合金のひずみ硬化パラメータ nの確率紙へのプロット 

 

 
(a)正規確率紙 

 
(b)対数正規確率紙 

図－2.7 A5083-O のひずみ硬化パラメータ nの確率紙へのプロット 
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6000 系アルミニウム合金および A5083-O ともに，対数正規確率紙上の回帰直線に対す

る相関係数が正規確率紙上のそれより高いので，ひずみ硬化パラメータ nの確率分布とし

て対数正規分布を採用する。すなわち， nは次の累積分布関数で表される。 








 −
Φ=

n

n
n

nnF
ξ

λln)(         (2.10) 

ここに， )(nFn ：ひずみ硬化パラメータ nの累積分布関数 

    nλ と nξ ：それぞれ定数 

定数 nλ と nξ の値は，次式において係数比較をすることによって与えられる。 

n

n
j

nbnap
ξ

λ−
=+=Φ− lnln)( 22

1        (2.11) 

ここに， 2a と 2b ：それぞれ，対数正規確率紙上の回帰直線の傾きと切片  

定数 nλ と nξ の値を表－2.3に示す。ひずみ硬化パラメータ nの平均値 nµ および変動係数 nΩ

は， nλ および nξ と次の関係を有する。 









+=

2
exp

2
n

nn
ξ

λµ         (2.12) 

1)exp( 2 −=Ω nn ξ         (2.13) 

これらの関係を用いて計算される n の平均値 nµ および変動係数 nΩ の値も表－2.3 に示し

てある。ひずみ硬化パラメータの平均値に関して， 6000 系アルミニウム合金の方が

A5083-O より 5.4 倍大きい。両アルミニウム合金のひずみ硬化パラメータの変動係数はほ

ぼ等しい。しかし，この変動係数はヤング係数の変動係数よりかなり大きい。すなわち，

ひずみ硬化パラメータのばらつきはヤング係数のばらつきより大きい。 
 

表－2.3 nλ , nξ , nµ および nΩ の値 
 

アルミニウム合金  nλ  nξ  nµ  nΩ  

A6061-T6，A6N01-T5 4.275 5.509×10-1 83.66 5.955×10-1 

A5083-O 2.583 5.580×10-1 15.47 6.044×10-1 

 
nと非超過確率(好ましくない側を超過しない確率)α の関係が， α=)(nFn より，次式で与

えられる。 
])([exp 1

nnn λαξ +Φ= −         (2.14) 

この式が与える nとα の関係を図－2.8 に示す。非超過確率 5％に対するひずみ硬化パラメ

ータは，6000 系アルミニウム合金で 29.1 であり，A5083-O で 5.3 である。したがって本研

究では，応力－ひずみ関係式に用いるひずみ硬化パラメータとして，6000 系アルミニウム

合金に対して 29.1，A5083-O に対して 5.3 を採用する。  
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図－2.8 n とα の関係 

 

2.5 応力－ひずみ関係式と試験結果との比較 

 

応力－ひずみ関係式として，式(2.1)で定義される Ramberg-Osgood 式を採用し，ヤング

係数 E に 70GPa，ひずみ硬化パラメータ nに関して，6000 系アルミニウム合金に対して 29.1，

A5083-O に対して 5.3 を採用する。すなわち構造用アルミニウム合金に対する応力－ひず

み関係式は次式である。 
n









+=

2.0
002.0

70000 σ
σσε         (2.15) 

ここに， n：6000 系アルミニウム合金に対して 29.1，A5083-O に対して 5.3 

    σ と 2.0σ の単位：MPa 

6000 系アルミニウム合金に対する式(2.15)と試験結果との比較を図－2.9 に示す。図－

2.9(a)は，ひずみ硬化パラメータの値が 29.1 に最も近いロット 5 の試験片 2[表－2.1(a)

参照]に対するものである。式(2.15)が与える応力－ひずみ関係が試験結果を全体的によく

表している。図－2.9(b)は，ひずみ硬化パラメータの値が 29.1 から最も離れているロット

7[表－2.1(a)参照]に対するものである。式(2.15)が与える応力は，0.2%耐力の近くで試験

値より幾分低くなる。  

2.3 節で述べたように，表－2.1(a)のロット 6 とロット 7 は，ヤング係数が 70GPa 未満

の 6000 系アルミニウム合金であった。ヤング係数が 66.7GPa のロット 6 の試験片 1[表－
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2.1(a)参照]の応力－ひずみ関係と式(2.15)との比較を図－2.9(c)に示す。0.2％耐力より低

い範囲で，式(2.15)が与える応力が試験値より幾分高くなる領域が存在する。ただし，この

差は小さく，この程度の差が板要素や桁構造の耐荷力にどの程度の影響を及ぼすかという

ことは今後の検討課題である。 
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(a) ロット 5 の試験片 2：表－2.1(a) 
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(b) ロット 7：表－2.1(a) 
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(c) ロット 6 の試験片 1：表－2.1(a) 

 

図－2.9 式(2.15)と 6000 系アルミニウム合金の試験結果との比較  

 

A5083-O に対して，式(2.15)と試験結果との比較を図－2.10 に示す。図－2.10(a)は，ひ

ずみ硬化パラメータの値が 5.3 に最も近いロット 8[表－2.1(b)参照]に対するものである。

式(2.15)が与える応力－ひずみ関係は試験結果を全体的によく表している。図－2.10(b)は，

ひずみ硬化パラメータの値が 5.3 から最も離れているロット 10[表－2.1(b)参照]に対する

ものである。式(2.15)が与える応力は，0.2%耐力より低い範囲で試験値よりかなり低くな

るが，0.2％耐力より高い範囲では，試験値より高くなる。 

2.2.3 項で述べたように，A5083-O ではセレーションが発生したロットが存在した。セレ

ーションが発生したロット 4 の試験片 1 [表－2.1(b)参照]の応力－ひずみ関係と式(2.15)と

の比較を図－2.10(c)に示す。0.2%耐力より低い範囲で，式(2.15)が与える応力は試験値よ

りかなり低くなるが，0.2％耐力より高い範囲では，式(2.15)が与える応力は試験値より高

くなる。 

 以上の考察より，6000 系アルミニウム合金の一部で 70GPa 未満のヤング係数を持つ材料

が存在し，耐荷力の観点から今後検討を要する課題を残しているが，構造用アルミニウム

合金に対する応力－ひずみ関係式として次式を提案する。 

2.0σσ ≤ に対して，

n









+=

2.0
002.0

70000 σ
σσε      (2.16) 

2.0σσ > に対して， 2.0σσ =        (2.17) 

ここに，  n：6000 系アルミニウム合金に対して 29.1，A5083-O に対して 5.3 

σ と 2.0σ の単位：MPa 

前述したように，式(2.15)は 0.2％耐力以下で試験値より低い応力を与えるが，0.2％耐力

以上で試験値より高い応力を与える。したがって， 2.0σσ > に対して 2.0σσ = としている。 
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(a) ロット 8：表－2.1(b) 
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(b) ロット 10：表－2.1(b) 
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(c) ロット 4 の試験片 1：表－2.1(b) 

 

図－2.10 式(2.15)と A5083－O の試験結果との比較  
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第４章 溶接によって製作されたアルミニウム桁に発生する残留応力 

 

3 章で提案された矩形分布の残留応力は，2 枚の板が突合せ接合された継手に発生する

残留応力の測定結果に基づくものであった。したがって，実際の部材に生じる残留応力を

この矩形分布の残留応力でどの程度近似できているかを明らかにしておかなければならな

い。本章では，MIG 溶接によって製作されたアルミニウム桁に発生する残留応力と矩形分

布の残留応力との比較を行なう。 
 

4.1 アルミニウム桁 

 

MIG 溶接によって製作されたアルミニウム桁を図－4.1 に示す。使用されたアルミニウ

ム合金は A5083-O であり，フランジは表－2.1(b)のロット 2，ウェブは表－2.1(b)のロッ

ト 3 である。これらの機械的特性を表－4.1 に示す。表中の eは伸びである。フランジとウ

ェブおよびウェブと水平リブは，脚長が 7～9mm の隅肉溶接で溶接されている。 

残留応力測定部分
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図－4.1 アルミニウム桁 
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表－4.1 機械的特性 
 

 

4.2 アルミニウム桁に発生する残留応力 

 

残留応力は，板を切断することによって開放されるひずみをひずみゲージで測定するこ

とによって得られた。図－4.1 に示すアルミニウム桁の中央に斜線が施された部分に，図

－4.2 に示す位置にひずみゲージを貼付した。使用したひずみゲージは，ゲージ長が 1mm

の 2 軸ゲージである。最初に図－4.1 に示すように，幅 30mm の部分を鉛直に切断し，次

にひずみゲージとひずみゲージとの間を水平に切断した。測定された残留ひずみを式(3.6)

と(3.7)に代入して残留応力を求めた。式(3.6)と(3.7)のヤング係数およびポアソン比に対し

て表－4.1 に示す値を用いた。 
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図－4.2 ひずみゲージの貼付位置 
 

要素  E  (GPa) 2.0σ  (MPa) Bσ (MPa) e (%) µ  

フランジ  71.0 174.3 333.3 16.6 0.315 

ウェブ  73.0 153.5 333.6 20.2 0.326 
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アルミニウム桁に発生する残留応力を図－4.3 に示す。図－4.3(a)に示すように，フラ

ンジの接合線方向に対して，中央で 101MPa の引張残留応力が発生し，隅肉溶接から離れ

た位置で 68～77MPa の圧縮残留応力が発生している。他方，フランジの接合線直角方向に

対して，中央で 16MPa の引張残留応力が発生しているが，隅肉溶接から離れた位置ではほ

とんど残留応力が発生していない。 

図－4.3(b)に示すように，ウェブの接合線方向に対して，水平リブの位置で 154MPa の

引張残留応力が発生している。そして，フランジ側のウェブパネルに 100MPa の圧縮残留

応力が発生し，中央のウェブパネルに 23MPa の小さな圧縮残留応力が発生している。他方，

ウェブの接合線直角方向に対して，中央のウェブパネルで 50MPa 程度の引張残留応力が発

生している。 

 

4.3 矩形分布の残留応力と試験結果との比較 

 

式(3.10)と(3.11)が与える矩形分布の残留応力と試験結果との比較を図－4.4 に示す。式

(3.10)と(3.11)のη に対して，アルミニウム桁の材料が A5083-O であるので，表－3.4(b)に

示す 1.0 を用い，母材の 0.2％耐力に対して表－4.1 に示す値を用いた。他方，試験値は表

裏面の残留応力の平均値である。 
図－4.4 から分かるように，接合線方向の残留応力に関して，フランジでは矩形分布の

残留応力が試験結果よりかなり大きく，ウェブでは矩形分布の残留応力が全体的に試験値

より大きい。したがって 3 章で提案された矩形分布の残留応力は，実際の部材に生じる残

留応力を安全側に評価しているといえる。 
接合線直角方向の残留応力に関して，中央のウェブパネルで約 25MPa の引張残留応力が

発生している。接合線直角方向のこの引張残留応力が部材の耐荷力に与える影響は今後の

検討課題である。 
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図－4.3 残留応力分布 
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図－4.4 矩形分布の残留応力と試験結果との比較 
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第５章 結論 

 

本研究では，社会基盤構造物に使用される A6061-T6，A6N01-T5 および A5083-O の構造

用アルミニウム合金の応力－ひずみ関係および，これらの MIG 溶接部と摩擦攪拌接合部

の応力－ひずみ関係を定式化し，さらに MIG 溶接および摩擦攪拌接合によって発生する

残留応力を定式化した。本研究で得られた主な結論を次に示す。 

(1) 構造用アルミニウム合金のヤング係数は正規分布で表される。ヤング係数の平均値に

関して，A5083-O の方が A6061-T6 と A6N01-T5 の 6000 系アルミニウム合金より大き

い。ヤング係数の変動係数は A5083-O と 6000 系アルミニウム合金とも非常に小さい。

非超過確率(好ましくない側を超過しない確率)5％に対するヤング係数は，6000 系アル

ミニウム合金で 70.40GPa であり，A5083-O で 70.71GPa である。通常，設計で用いら

れるヤング係数は 70GPa であり，この値は，非超過確率 5％に対するヤング係数より

低い。 

(2) 構造用アルミニウム合金のひずみ硬化パラメータは対数正規分布で表される。ひずみ

硬化パラメータの平均値に関して，A6061-T6 と A6N01-T5 の 6000 系アルミニウム合金

の方が A5083-O より 5.4 倍大きい。6000 系アルミニウム合金と A5083-O のひずみ硬化

パラメータの変動係数はほぼ等しいが，ヤング係数の変動係数よりかなり大きい。非

超過確率 5％に対するひずみ硬化パラメータは，6000 系アルミニウム合金で 29.1 であ

り，A5083-O で 5.3 である。 

(3) 構造用アルミニウム合金の応力－ひずみ関係式として次式を提案した。 

2.0σσ ≤ に対して，

n









+=

2.0
002.0

70000 σ
σσε  

2.0σσ > に対して， 2.0σσ =  

ここに， ε ：ひずみ 

    σ ：応力(MPa) 

    2.0σ ：0.2％耐力(MPa) 

n：ひずみ硬化パラメータであり，下表参照 

アルミニウム合金 n  

A6061-T6 29.1 

A6N01-T5 29.1 

A5083-O 5.3 

(4) 熱処理アルミニウム合金 A6061-T6 および A6N01-T5 の MIG 溶接部および摩擦攪拌接

合部の熱影響範囲は，接合線を中心として両側にそれぞれ 25mm 以下である。したが

って接合線を中心として両側にそれぞれ 25mm の範囲に，(5)で提案される接合部の応

力－ひずみ関係を使用しなければならない。  

(5) MIG 溶接部および摩擦攪拌接合部の応力－ひずみ関係式として次式を提案した。 
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2.0ησσ ≤ に対して，

n









+=

2.0
002.0

70000 ησ
σσε  

2.0ησσ > に対して， 2.0ησσ =  

ここに， ε ：ひずみ 

σ ：応力(MPa) 

2.0σ ：母材の 0.2％耐力(MPa) 

η ：母材の 0.2％耐力に対する接合部の 0.2％耐力の比であり，下表参照 

n：ひずみ硬化パラメータであり，下表参照 

MIG FSW アルミニウム合金

η  n  η  n  

A6061-T6 0.39 5.3 0.44 10 

A6N01-T5 0.45 5.3 0.45 10 

A5083-O 1.00 5.3 1.00 5.3 

(6) MIG 溶接部および摩擦攪拌接合部の，接合線に対して直角な断面に生じる残留応力 xrσ

に対して，次式で表される矩形分布の残留応力を提案した。 

mm250 ≤≤ y に対して， 2.0ησσ =rx  

by ≤≤mm25 に対して，
25

25 2.0

−
−=
brx
ησ

σ  

ここに， b：接合中心から板の材縁までの距離(mm) 

2.0σ ：母材の 0.2％耐力(MPa) 

η ：母材の 0.2％耐力に対する接合部の 0.2％耐力の比であり，(5)の表参照 

(7) MIG 溶接部および摩擦攪拌接合部の，接合線に平行な断面に生じる残留応力 yrσ は小さ

いので， 0=yrσ とする。 

(8) (6)で提案された矩形分布の残留応力 xrσ は，実際の部材に生じる残留応力を安全側に評

価する。 
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